
 
 

答申にあたって  
 
本審議会は、平成 19年 11月 30日付け浦企第 302号により、市長より浦

安市第２期基本計画に盛り込むべき施策のあり方について諮問を受けまし

た。 

答申にあたり、これまでの審議過程のなかで特に重要視したことや、これ

から第２期基本計画を市として決定し、実行していくにあたって特に留意さ

れたいことについて述べておきます。 

市では、第２期基本計画の策定にあたって、「多様な主体によるまちづく

り計画」という策定テーマを掲げ、206名の公募市民や学識経験者、市職員

からなる「浦安市民会議」を組織し、約１年間に及ぶ議論の積み重ねを経て

提言書として取りまとめてきました。 

そして、市長から諮問を受けた際、この浦安市民会議の提言を最大限尊重

して計画に反映させたいとの意志の表明があり、本審議会では、策定にあた

っての市の考え方や浦安市民会議の取り組みを考慮し、可能な限り提言内容

を取り入れていく努力をしてきました。 

次に、第２期基本計画の執行にあたって、「市民・地域協働」と独自の「自

治体経営」の２点を基本的な考え方として設定したことです。 

答申では、これまでの浦安市のまちづくりを振り返りながら、第２期基本

計画を策定するにあたっての時代認識を述べていますが、それはこれからの

時代は、市民が自らの意志と責任のもとに地域の課題・問題に取り組み、地

域の魅力や価値を磨き育んでいく市民自治の実現を目指していく時代であ

るとの認識に他なりません。 

さらに、地方分権の流れがこれからも一層進むなか、自律した基礎自治体

への転換期にあって、これまで以上に市民・地域と行政の協働を進め、今後

も安定した高度な行政サービスが提供できる自治体経営の基礎を早急に築

いていく必要があると考えています。 

最後に、これから第２期基本計画及び第１次実施計画がスタートしていき

ますが、いずれの計画にあってもその進捗状況ついて、この計画づくりに関

わってきた方々だけでなく、浦安市民全体に対する説明責任を果たすべく、

適切な対応を取られることを望みます。 
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